











































































































































































職責 資　　　　　格 事務・技術系 技能明
王A 上級管理職 部長・副部長lB ? 部長代理・次長
2 中級管理職 課長
3 初級管理職 係長 工長
4 初級管理職（主事・技師） 一級
5 上級指導職（主事補・技師補） ?? 組長
6 中級指導職 ?? 班長7A初級指導職（班長） ? ?7B 〃　　（一般） ? 一般
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定されるわけではない。個人別基本給は，査定を経て決定されるのである。そこで，個人
別の基本給の決定に先立って，査定制度を説明しなければならない。
　一般技能員にたいする人事査定は，まず組長が一次査定をおこない，次いで課レベルで
工長・課長が最終決定をおこなう。班長にたいしても同じである。組長にたいしては，工
長が一次査定をおこない，課長が決定する。工長については，課長が一次査定をおこな
い，部レベルで最終決定をおこなう。
　査定については，チェヅクすべき項目が会社から査定者に指示されている。どの点を
チェックすべきかは，職層ごとに少しずつ異なっている。能力・業績・執務態度などが
チェック項目なのであるが，査定項目についての詳細は不明である。会社の制度として
は，査定点は，1，2，3，4，5の5段階評価とされている。しかし，実際には，最低
点の1と最高点の5はほとんどまったくつげられない。その代わりに，2．5と3．5という
査定点がおこなわれ，2、0，2、5，3．O，3．5，4．0の5段階の査定点がつけられている。会
社の方針としては，それぞれの査定点について，2．0＝5％，2．5＝25％，3．0＝40％，
3．5＝25％，4．O＝5％のように従業員が振り分けられるよう指導している。全体の平均
査定点は3になるべきである。しかし会社の方針どおりに査定点はつきにくく，3．0に集
中しがちであり，会社は分散させるよう指導をおこなっている。
　査定点は，個人別の基本給の決定に次のような形で結びついている。会社の通達とし
て，「成績査定は，各入の職務及び勤務成績等を勘案して行う。なお，成績率の適用は原則
として85～115の範囲内とする」ことが指示されている。この通達は，次のことを意
味している。査定点が平均の3．0となっているときは，その人には当該職層の職能配分額
に1．0を乗じた金額のアップがおこなわれる。査定点が最低の1．0の場合には，その人の
基本給アップは，職能配分額に0．85を乗じた額，最高の5．0の場合には1．15を乗じた額に
なる〔田中博秀氏のB社元専務YK：氏へのインタヴューによる。以下，田中インタヴュー
と略記する〕。
　さきほどのわれわれの例では，入社2年目の職層9Cの技能員が1982年春闘でどの程度
の基本給アップになるのかを問題にしているのであるから，もしそのなかの技能員X氏の
査定点が平均点の3．0であったとすれば，X氏の基本給増額分＝3，720円×1．0＝3．720
円である。彼の初任給における基本給は47，700円であったから，2年目の基本給は
47，700円＋3，720円＝51，420円となる。また，査定点LOをとった技能員Y氏の増額分
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は，3，720円×0．85＝3，162円→3，160円となり，2年目の基本給は50，860円となる。同様
に，査定点5．0の技能員Z氏の2年目の基本給は51，980円となる。ここで最高点のZ氏の
基本給と最低点のY氏のそれとのあいだに，1，120円の差が生じることになる＊。以後毎
年同じようにして基本給のアップがおこなわれていく。優秀な技能員は，おそらくずっと
優秀でありつづけるであろうし，優秀でない技能員もまたずっとそうでありつづけるであ
ろうから，両者の基本給の格差はどんどん開いていくであろう。さらに，優秀な技能員は
そうでない者よりも早く職層昇格するであろう。職層が高ければ高いほど職能配分額も大
きくなるから，格差はより一層大きくなるであろう。
　　　　＊　先に引用した通達では，査定による格差を85％から115％という30％にして
　　　　いたが，実は，すでに指摘したように，最高点の5．0と最低点のLOはほとんど
　　　　つけないから，実際の格差は30％ほどは開いていない。では，査定点が事実上の
　　　　最高点である4．0と事実上の最低点である2．0との間でどの程度の格差があるの
　　　　かについては，田中博秀氏のインタヴューにおいて，B社の元専務のYK：は上下
　　　　5％程度であると説明しているから，10％程度の格差ということになる。この場
　　　　合，査定点と基本給増額との関係は，上に述べた決定方法と若干異なっている。
　　　　つまり，査定点が3．0の場合は当該職層の職能配分額を，査定点が5．0の場合は
　　　　当該職能配分額の115％を増額分として受け取る，と説明したが，事実上は査定
　　　　点が4．0と2．0との間でつけられているのであるから，査定点が4．0の場合にど
　　　　のように増額分が計算されるのかが問われなければならない。査定点が平均査定
　　　　点の3．0であれば，当該下層の職能配分額と等しい額が増額分になることは変わ
　　　　りないが，その他の査定点一4．0，3．5，2．5，2．0一の場合には，職能配分額
　　　　にあるパーセントを掛けるという形ではなく，査定点4．0ならばいくらというよ
　　　　うに，固定額として決められるのである。そして，査定点4．0ならばいくらの固
　　　　定額になるのか，3．5ならばいくらか，ということは，極秘事項として，社内た
　　　　おいても公表されない。それは，もしその額が公表されると，従業員は自己の査
　　　　定点を知り得るからである。査定結果は，極秘事項なのである。
　査定点に応じた基本給増額の配分にたいして，組合はタッチしていない。つまり，査定
点がたとえば4．0の場合にどの程度の増額にするのかは，経営側の裁量によって決定され
るのである。決定結果は，組合に通知されていない。これは，個人別の査定結果が組合に
知らされていないことと同じ思想にもとづいているのであろう。
　職能配分については，以上のようであるが，基本給について，なお，修正配分と是正配
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分とについての説明をしておかなければならない。修正配分は，査定における修正原資に
あてられる。つまり，人事査定の結果にもとづいて，人事部が全社一律に成績査定をおこ
なうのであるが，優秀な従業員が集中している職場では，査定点の平均を3に維持する
と，他の職場との関連では不公平になる。また，B祉では，戦前から，賃金改訂の際には
必ず現場で調整するという伝統があり，それが今も残っている。そのために，修正配分が
おこなわれる。具体的には，修正配分の配分は部単位で，その職場の人数に応じて1人平
均何円という割合で総金額が人事部から枠として与えられ，その枠の中で工人1人につい
て修正がおこなわれる。その場合，マイナス修正ということはありえないし，また，プラ
ス修正をおこなう時にも，人事査定の査定序列を逆転させてはならないということになっ
ている〔田中インタヴュー〕。
　是正配分は，中途入社老にたいして，初任給上昇率変動に対応して是正するためのもの
である。
　生産手当を除く賃金項目についての説明は，以上において終わったが，なお1つ，ここ
で述べておくのが適当なものがある。それは，一時金についてである。
c　一時金
　一時金は，B社の揚合，！968年以来ずっと，組合の要求が6，ユヶ月，妥結も6．1ヶ月と
安定している。そして，夏に3．0ヶ月分，冬に3．1ヶ月分という比率も維持されている。
ここで，例として，1973年の一時金の中味を検討しておこう。数字は古いものだが，一時
金の決定方法は今も同じであるので，この数字でさしつかえないであろう。
　さて，夏の3．0ヶ月分，252，600円は，組合の1973年定期大会議案書によれば次のよう
に配分される。
　1973年夏の一時金の配分
　　　　　基本給比例部分………一・・………・……………・・……218，210円
　　　　　職務配分……一・・…・………・…・……・…………・・……33，890円
　　　　　　　　一回分・・一………・…・…・・…・一8，000円
　　　　　　　　職能配分（組合員平均）………25，890円
　　　　　修正配分……・……・…・……………・・…・…………・…・…・…500円
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　　　　　　計　　　　（3．0ヶ月分）　　　　　　　　　　　252，600円
　基本給比例部分は，基本給×係数で計算される部分である。この係数は，労使間の交渉
事項であり，交渉結果は社内で発表される。したがって，個々の従業員は自己の基本給比
例部分を計算できる。職務配分は，一律分と職能配分とからなる。一律分は労使間の交渉
によって決まる。職能配分は，組合1人あたりの平均額のみが労使間で決まる。職能配分
は，各職層にブレーク・ダウンされ，さらに，各職層ごとに，人事査定点がいくらの場合
にはいくらの額というように決められるが，そうしたブレークダウンに組合は関与してい
る。
2　生産手当と能率管理
　B社の賃金体系において最大の割合をしめているのは，先に掲げた図1一1から分かる
ようにJ生産手当である。それは，賃金額全体の約40％に達している。まず生産手当の計
算：方法を説明しよう。この計算方法は，能率管理と不可分の関係にあるため，能率管理の
説明と並行して話を進めなければならない。ここで説明するような複雑な能率管理の仕方
とそれによる賃金管理の意味するところについては，本節の小括のところで考察したい。
a　歩合部門
　生産手当の計算式そのものは，生産手当＝基本給×生産手当支給率というごく簡単なも
のである。問題は，生産手当支給率の計算方法にある。生産手当支給率に先立って，B社
に独自の歩合部門を説明しておかなければならない。
　歩合部門は，A部門・B部門・C部門・D部門の4部門からなっている。それぞれにつ
いて，田中博秀氏とのインタヴューにおいて元専務のYK：氏は，次のように解説してい
る。
rA部門は，生産台数などによって技量的に生産計画をたてることが可能な部門であり，
したがって要員管理の上からは労働能率の要素などを加味することによってその部門全体
としてのマクロの人員予測が可能な部門，B部門は，作業現場における間接部門で，作業
現場の生産計画に対応しておおよその人員予測が可能な部門，C部門は，能率とか，人員
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予測の基準が不明確な部門，そしてD部門は，いわゆるオフィス部門となっている。従業
員の比率はA部門が44％，B部門が5％，　C部門が25％，そしてD部門が26％となってい
る。」
　ここで述べられている歩合部門の分け方は，なおやや抽象的であり，欧米の自動車産業
において一般的である3分割制　　直接部門（ライン作業），準直接部門（工機部門，メイ
ンテナンス，運搬など），間接部門（事務部門，技術部門）一とどのように異なっている
Qかが不明である。歩合部門のわけ方は，B社の労働組織に対する考えを示しているもの
として重要である。そこで，いま少し具体的に歩合部門を見ておこう。
　D部門は事務・技術部門であるから，D部門は欧米の間接部門と同じである。しかしな
がら，ブルー・カラー部門をB社ではA・B・Cの3部門に分けており，欧米の2部門分
割と異なっている。このうち，A部門は，直接ライン労働を包括しており，直接部門と言
える側面がある。しかしながら，A部門は，直接ライン労働だけでなく，製造部における
運搬作業，ラインについている検査工も含んでいる。また，B部門は，ライン保全と改善
組とからなっている。改善組とは，現場での改善を進めるための組であり，たとえば
シューターを作れば工数が減らせるとなれば．シューターを作ったりする。ライン保全
は，現場での即時の対応が必要とされ，かつ技術的にも現場で対応できる職場に配置され
ている。T工場においては，在籍人員において，車体組立職場でA部門1，140人，　B部門
220人，総組立職揚ではA部門1，600人，B部門80人となっている。このそれぞれのB部
門の大部分がライン保全である。この数字は在籍人員なので，実人員ではないが，製造部
におけるA部門とB部門の人員については一応の比率をあらわしていると考えられる。す
なわち，A部門とB部門との比率は，車体組立においては5．2対1の割合であるのにたい
して，総組立においては20対1となっており，いちじるしく異なっている。これは，車体
組立においてはライン保全が中心になっており，総組立においては，設備の性質上，工務
部設備課による保全が中心となっていることによっている。つまり，車体組立職場にはか
なりの数のロボットが導入されており，そのロボットの稼働率を維持，向上させるため
に，B部門の作業者が多く配置されている。それに対して，総組立職場は，依然として手
作業が中心であり，設備はベルトコンベア装置のような大型設備である。故障率もロボッ
トとは異なってそれほど頻繁ではないし，もし故障するような場合があるとすれば，それ
はしばしば大きなトラブルであるため，工務部設備課の保全工の出動を要請することにな
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る。そして，工務部設備課所属の保全工は，B部門ではなく，C部門に属している。総組
立職場のB部門作業者は，主として作業改善に従事している。
　C部門には，工場工務部設備課の保全工のほかに，工場検査部検査課の検査工のうち，
ラインについていない検査工（測定とか部品の検査をおこなっている）が属している。さ
らに，工機部門の技能員，技術部門で試作にたずさわっている技能員がC部門である。C
部門の運搬を担当している老もC部門である。
　こうした歩合部門のわけ方について，いくつかの点を指摘しておこう。第1に，運搬の
作業やライン検査がA部門に区分けされている。欧米の自動車会社においては，こうした
作業は準直接部門に入っているのが通例である。後に詳しく見るように，B社のA部門は
能率をもっとも厳しく管理されている部門であり，運搬やライン検査がA部門に入ってい
ることは，それだけ能率管理の対象が大きいことになる。
　第2に，通例は準直接部門として一括されているものが，B社の歩合部門においては，
B部門とC部門とに分割され，B部門を現場に常駐させている。このことは，　B社におけ
る準直接部門をなるべく現場に近づけるというB社の組織理念を示すと考えられる。
　第3に，こうした組織形態をとった揚合，新技術の導入に際して，直接部門と準直接部
門というわけ方を取った場合と異なった結果を生むであろう。A社はB社とは異なって，
直接部門と準直接部門に分けている。そのため，車体組立職場にロボットが導入されたと
き，直接部門の作業者がロボットのティーチング，メインテナンスを担当することになっ
た。それにたいして，B社においては，そうした仕事はB部門の労働者の担当になったの
である。つまり，ロボットの導入は，A社においては直接作業員の仕事の拡大になったの
に対して，B社の場合にはB部門の作業者の仕事が拡大されたのである。
b　生産手当支給率
　技能員が歩合部門に分けられているのは，歩合部門ごとに生産手当支給率の計算が異
なっているからである。それぞれの歩合部門では，A部門の能率をあらわす「能率歩合」
と，B社全体の能率をあらわす「完成歩合」，それにそれぞれの歩合部門の実労働時間をも
とに計算される「定員係数」という3つの要素によって生産手当支給率が計算される。な
お，B社において「能率歩合」という言葉は，つねにA部門の「能率歩合」を指している
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が，おそらく本稿の読者にとってはまぎらわしい言葉であると思われるので，本章では
“A部門能率歩合”と書き，B社全体の能率を指す「完成歩合」を“全社完成歩合”と書
くことにする。
　まずA部門においては，A部門能率歩合が2／3のウェート，全社完成歩合が1／3の
ウェートで支給率の計算がなされる。B部門もA部門とまったく同じ形で支給率が計算さ
れる。C部門はA部門能率歩合が！／2のウェート，全社完成歩合が1／2のウェートで
支給率が計算される。事務・技術部門であるD部門はA部門やB部門とウェートが逆にな
り，A部門能率歩合が1／3，全社完成歩合が2／3のウェートで計算される＊。
　　　　＊　生産手当支給率の歩合部門ごとの計算式は，次のようになる。
A部門
B部門
C部門
D部門
（A部門能率歩合×％＋全社完成歩合×％）×支給率係数
（A部門能率歩合x％＋全社完成歩合x％）×支給率係数×B
部門定員係数
（A部門能率歩合×％＋全社完成歩合×％）×支給率係数×C
部門定員係数
（A部門能率歩合×％＋全社完成歩合×％）×支給率係数×D
部門定員係数
　A部門能率歩合，全社完成歩合，定員係数がそれぞれ正確にどのようなものであるのか
については以下において述べるが，ここではさしあたり，A部門能率歩合はA部門の能
率，全社完成能率は全社の能率，定員係数は実労働時間の係数と理解しておけばよい。そ
のように理解した上で，生産手当の理念について2つのことを指摘しておこう。
　第1に，生産手当は，言うまでもなく能率給であるが，直接生産部門であるA部門をぎ
わめて重視したものとなっている。A部門の従業員比率は44％なのであるが，　A部門の
能率が事務・技術部門にもはねかえる仕組になっている。全社完成歩合も，後に述べるよ
うに，製品を作る時間を基礎に計算されるのであるから，B社における直接生産部門の重
視は徹底している。
　第2に，能率を管理しにくいC部門（保全や検査）やD部門（事務・技術）について
も，定員係数を算定することによって，能率意識を持たせようとしている。ここにも，B
社における生産性向上への断固とした意思を見ることができる。
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c　基準時間
　生産手当支給率の計算においてもっとも重要な役割をはたすのは，繰り返し言うよう
に，A部門能率歩合である。　A部門能率歩合の計算の基礎は，「基準時間」である。した
がって，まずはじめに基準時間について説明しなければならない。
　フレデリック・テーラーが「科学的管理」を唱えて以来，直接生産工程においては，そ
れぞれの工程ごとに作業者のおこなう標準作業が定められ，それにともなって作業老の標
準作業時間が設定されるようになった。作業者の能率は，通常，標準作業時間をもとに計
算される。
　B社の能率概念を理解するうえで大事なことは，B社で用いられている「基準時間」と
いう概念がインダストリアル・エンジニアリング（IE）で言う標準作業時間とは異なる
ものであるという点である。標準作業時間とは，教科書風に言うと，与えられた作業を正
しく遂行するのに必要な熟練を有し，かつ，十分な訓練を受けた作業者が，普通に用いら
れている持続可能なペースで作業をし，正常な疲労と遅れとを伴う時，規定された量と質
の仕事を，規定された方法にしたがっておこなうのに必要な（または必要であるとして決
められた）時間である。標準時間の設定の方法については工Eの教科書に譲るとして，こ
のような標準時間の考えに立てば，能率が1を越えることは例外であるし，また，1を大
きく下回ることもない。そのような事態がおこるとすれば，そのような標準時間の設定は
間違っていることになる。B社の基準時間は，このよケな標準時間概念と基本的に異なっ
ている。
　基準時間は，新車の立ち上がり・設計変更・仕様変更の際に設定される。その際，現場
の組長も入ってはいるが主として班長クラスからなるトライ班がつくられ，トライがおと
なわれる。トライの時に時間測定がストップ・ウォッチを使ってなされる。時間測定は，
新しい部品，新しい機構の場合には技術員室の技術者が立ち合うが，それ以外はトライ班
にまかされる。トライ班がその結果を提出した後，現場職制がチェックして修正する。次
に課として課長が技術員室と検討する。しかし，課長としては個aの要素作業までチェッ
クできないので，ラインごとのトータルの時間でチェックする。過去の実績をみて総工数
で比較し，測定のし直しを指示したりする。その後，課長は生産管理部査業課に基準時間
申請書を提出する。
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　申請を受けた査業課では，基準時聞の設定にかんして，類似のモノの基準時間を越えな
い，という原則論を持っている。つまり，たとえばアルミを使いはじめたとしても，その
前に鉄の鋳物があったりというように類似のモノがあり，そのアルミの部品の基準時間は
その前の鉄の鋳物の基準時間を越えない，ということである。また，ある部品と同じよう
な部品を他工場で作っているとすれば，その工程で設定されている基準時間を越えないと
いうことである。申請されてきた基準時間がこの原則に触れる場合は，査業課から製造部
にたいして，北西課の言う類似のモノとどこが違うか述べてほしいと要請し，説明された
ものを査業課の老が見に行って，確かにこれだけは違う，というものについてはストッ
プ・ウォヅチで測るこξになる。そのさい，現場監督老が立ち会うことはあるが，測定に
参加することはない。
　基準時間は，一度決めたら，その後の作業改善や設備改善があって能率が上昇しようと
も，そのたびごとに変えるということはしない。それは，能率歩合は青空天井でなければ
ならない，そうでないと刺戟にならない，という考えにもとづいている。能率は上がりっ
ぱなしになる。現場にしてみると，設備改善による能率向上がもっとも楽ということにな
るが，設備導入については厳しい予算管理がおこなわれており，ある特定の職場が有利に
なるということはない。では，基準時間の改訂はないのかと言えば，自動的な改訂制度が
存在している。それについては，生産手当支給率の計算全体についての説明が終わらない
とできないため，後述する。ただここでは，作業改善にせよ設備改善にせよ，改善は能率
の向上をもたらすが，そのことが直接，基準時間を改訂に結果するものではないことのみ
を指摘しておく。また，能率は，新車立ち上がり時には当然のことながら低く推移し，習
熟するにしたがって上昇する。しかし，新車立ち上がり時に基準時間について配慮するこ
ともない。
　基準時間においては，通常の工Eにおいては余裕率として処理されている問題がどのよ
うに考慮されているのであろうか。欧米の標準時間の発想では，作業正味時間に余裕時間
（疲労余裕，用達余裕，作業余裕など）を加えて標準時間を設定するのであるが，B社の
基準時間では，余裕率は見込まれていない＊。
　　　　＊　基準時間は，原則として作業正味時間だけで決められる。現場からは，不良
　　　　率とか稼働率とか職制分を見込んでくれ，との要求はある。それにたいして，査
　　　　業課は，職制比率のみを考慮している。工程別に，職制分として，たとえば，基
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　　　　準時間の6％が割増しされるのである。この職制分を余裕率に近いものと考えて
　　　　よいのかどうか，なお不明である。と言うのは，職制分を見込むことによって組
　　　　長がオフ・ラインできるようになっていると考えられるからである。
B社の生産管理方式を文字どおり体現してきたOT氏は，自著において次のようにその理
念を語っている。
　「標準に関していえば，タイムスタディもみんなが間違えてね。10回なら10回やらして
みて，その平均値でとろうと’）一る。これはもう一番いかんことだ，と思う。……10回とる
んだったら，その一番短い時間とりなさい。そうすると，そんな酷な，というが，何が酷
だというんだね。一番短い時間が一番楽なやり方なんだ。……標準時間〔基準時間のこと
一引用者〕を設定するときなんかでも，生理現象のため何パーセントは余裕時間をみる
なんていうが，そんなものは零だというんだね。結局，これも，現実と測ったやっと違い
過ぎるんでね，みんな屍理屈つけて，余裕時間とか段取り時間とか入れちゃうんだね。こ
れは管理者の非常にずるいところでね。」
d　能率歩合
　以上のような基準時間から，A部門能率歩合が次のようにして導きだされる。まず，狭
い意味での能率が計算される。最初に，基準時間に製品，部品のアウトプットを掛ける
　こうぐち（号黒総製品時間と言う）。号口口製品時間は，そのアウトプットを出すのに必要と見な
されている時間である。号厚総製品時間を実際にその製品と部品を作るのにがかった作業
時間（幽翠口作業時間）で割ると，狭い意味での能率が出てくる。
　ところが，総作業時間は所定時間に残業時間を加えたものであるが，そのすべての時間
が部品や製品を作るための時間（口口作業時間）として使われているわけではない。総作
業時間のなかには，新車切り換えに際して，号口作業ではないがそれに準じたものと見な
される時間（準号口作業時間），生産技術部門からテストケースを現場のラインで作って
くれと頼まれたときなどに計上される時間（特定作業時間），離業手待ち時間，4S　（整
理，整頓，清掃，清潔）の時間とか職場での簡単なミーティングや教育の時間（これら
は，間接その他時間と呼ばれる）も含まれているからである
　B社においては，総作業時間の中に占める号口作業時間の割合も能率算定に反映される
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べぎであると考えている。すなわち，工程別に号口作業時間がどの程度になるのかをあら
かじめ設定する（基準総号口率）。そして，総作業時間に占める総号口作業時間の実際の割
合と，基準総号口率との比をとり，狭い意味での能率（号口総製品時間を総号口作業時間
で割ったもの）に掛けるのである。それを生産能率と呼ぶ＊。
　　　　＊　生産能率を式で表すと，次のようになる。
　　　　　　　　　　　　号口総製品時間　　総号口作業時間
　　　　　　　生産能率＝　　　　　　　×　　　　　　　÷基準総号口率
　　　　　　　　　　　　総号口作業時間　　　総作業時間
　生産手当支給率の計算式に登場するA部門能率歩合にたどり着くまでには，なおいくつ
かの段階をへなければならない。まず，この「生産能率」に固定係数（「歩合係数」＊）を
掛け，それに「補償歩合」を足して「算定能率歩合」が計算される。
　　　　＊　歩合係数は，工程ごとに設定されており，わずかであるがそれぞれ異なって
　　　　いる。かつて，歩合制度が設けられた当初（1948年）は，「生産能率」がそのまま
　　　　A部門能率歩合であった。当時は部品時間と呼ばれていた基準時間は，職場から
　　　　言ってきたものをそのまま基準時間として認めていた。会祉側から見れば，非常
　　　　に甘い基準時間が設定されていたことになる。そのためもあり，能率はどんどん
　　　　上がってくることになる。したがって，基準時間と実績時間との差が大きくな
　　　　り，基準時間の意味が不明確化することになった。そこで，その当時の能率の平
　　　　均値が1になるように基準時間を新たに設定し直した。しかし，当時は，生産能
　　　　率イコール歩合であったので，能率を切り下げることは歩合の低下に直結してい
　　　　た。そこで，能率を切り下げた分だけ歩合係数を掛けることによって歩合へのは
　　　　ね返りを防いだのである。そのようなことを何回か繰り返しているうちに，歩合
　　　　係数が上昇していった。現在のような生産能率の計算式が固まったのは1971年
　　　　で，その時に，歩合係数を固定したのである。
　算定能率歩合は，もちろん毎月変動する。問題は，能率が賃金に反映されるべきである
という考えと，従業員の生活は安定したものでなければならないという考えとを，どのよ
うにバランスをとるかにある。B社は，毎月の算定能率歩合をそのまま生産手当に反映さ
せるのではなく，当月の算定能率歩合の比重を％，前月の前月決定能率歩合の比重を％と
したものを「当月決定能率歩合」＊と呼び，その当月決定能率歩合を生産手当に反映させよ
うとしている。つまり，能率は賃金に反映するが，その幅は小さく抑えられているのであ
る。この点にB社のバランス感覚が示されている。
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　　　　＊　当月決定能率歩合＝（当月算定能率歩合一前月決定能率歩合）×％＋前月決
　　　　　　　定能率歩合
　算定能率歩合および決定能率歩合は，A部門の各課の各直（白直と黄直と呼ばれる）ご
とに，さらに各組ごとに計算される。ただし，各組ごとにまでブレークダウンしたもの
は，能率の向上をチェックする会議の資料として作成されるものであり，生産手当の計算
においては，各製造課の直（シフト）がその単位となる。直を単位としているのは，調膳
のあいだで競争意識をかきたてるためである。設備・用具・環境が同じでも，直が違えば
職制の力量も違うし，人員構成，設備トラブルへの対応などが違っており，能率に差がで
てくる。そこで，両直のあいだで競争させて能率向上を図る，という意図から直が能率歩
合の単位となっているのである。
　B社は，算定能率歩合をそのまま生産手当に反映させず，決定能率歩合という形で生産
手当のフレを小さく抑えているが，さらに，フレをより小さく，安定的にするために，次
のような作業をおこなう。すなわち，A部門の各課の各直の決定能率歩合を優秀な順に並
べ，上から順にA，B，　C，D，の4グルーフ．にわけ，それぞれのグループの決定能率歩
合の平均値を計算する。そして，たとえば，ある直がBグループに入っていれば，その直
のA部門能率歩合はBグループの決定能率歩合の平均値とされるのである。この時に，会
社は，決定能率歩合の上昇の一部は会社の設備投資によっているという理由から，Aグ
ループの平均値よりも高い決定能率歩合の部署については，それがAグループの平均値に
なるように基準時間を改訂する。
　以上のような計算をへてA部門能率歩合が毎月算定される。計算方法が複雑になってい
るのは，生産手当においては能率管理と賃金管理とが密接に結びついているため，単なる
能率管理とは異なっているからである。また，賃金のフレを小さくするために，工夫を重
ねているからでもある。そして，B社の生産管理全体に共通した体質とでも言えるような
経験主義にもとづいているからでもある。
　製造部には，すでに述べたように，歩合部門としてA部門とB部門とがある。A部門に
ついては，基準時間があるため上述のような形でA部門「能率歩合」が出される。A部門
においては，したがって，生産手当支給率の計算式に登場するA部門能率歩合は，各課の
各直によって異なる。B部門については，同じ課のA部門の2直（白下・黄直）のA部門
能率歩合の平均値がA部門能率歩合として計上される。たとえば，ある工場の第1製造部
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第12ボデー課であれば，1984年2月の例をとると，第12ボデー課の白直の「能率歩合」は
1．4！5であり，黄直のそれは1．442であったため，第12ボデー課のB部門に適用されるA
部門能率歩合はL428となる。　B部門に適用されるA部門能率歩合がA部門の両直の平均
値とされるのは，B部門の仕事は両直に関係したものであるから，という考えにもとづい
ている。
　C部門とD部門は，A部門・B部門と異なり，全社で一本のA部門能率歩合となってい
る。つまり，全社のA部門能率歩合の平均値がC部門とD部門に適用されるA部門能率歩
合となるのである。
e　完成歩合
　以上において，生産手当支給率計算におけるA部門能率歩合の内容が理解されたであろ
う。次に検討すべきは，全社完成歩合である。
　A部門能率歩合は，A部門とB部門の作業者の生産手当にとっては％の比重で，　C部門
の作業者の生産手当にとっては％の比重で，そして事務・技術部門であるD部門の生産手
当にとっては％の比重を持っている。たしかにA部門能率歩合をA部門とは直接関係して
いないC部門，D部門にも比重は少し異なるとはいえ適用することによって，　C・D両部
門の従業員にたいしてA部門の生産性に対する関心を喚起することができる。しかし，
○・D両部門はA部門の生産性向上に直接は貢献できないのであるから，生産性向上を自
らのものとして受けとめる面で弱いものがある。その弱点を克服し，全社的な生産性向上
意識を持たせるために設けられているのが，全社完成歩合とC・D両部門におけるそれぞ
れの定員係数である。
　全社完成歩合の基本的考えは、次の点にある。車両はそれぞれ，すでに述べたように，
基準時間を持っている。その基準時間に実際に生産した台数を掛けると，ノルマとしての
時間数（「製品時間」）が出てくる。それを全従業員の実際の労働時間で割ると，従業員1
人あたりの能率が出る。しかしこの計算では，A部門の基準時間をB・C・D部門を含め
た全従業員で割ることになるため，数値としては小さすぎる。そのため，全従業員に占め
るA部門の作業者の比重をとり，その逆数を「全社拡大係数」として掛ける。こうして計
算されたものが，「算定完成歩合」である。この算定完成歩合をそのま’ ﾜ賃金に反映させる
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と毎月のフレが大きいため，ここでもまたフレを小さく抑えるため，A部門能率歩合を計
算したときと同じように，当月完成歩合を％，前月決定完成歩合を5／6の割合で当月決定完
成歩合を計算し，それを生産手当支給率の式に登場する全社完成歩合としている。
　全社完成歩合と並んでC部門とD部門の能率意識を高めようとするのが，定員係数であ
る。定員係数は出勤率と残業時間によって変動する。しかし，出勤率について会社は組合
と協力して計画年休を推進しており，95％の出勤率管理に成功している。したがって，実
際には，C，Dのそれぞれの部門における残業時間が定員係数を左右する唯一の要素と
なっている。
　以上において，生産手当支給率計算式に登場したすべての項目（A部門，B部門，　C部
門，D部門，能率歩合，完成歩合，支給率係数，定員係数）が理解できるようになったで
あろう。生産手当支給率は，A部門とB部門では能率歩合に％，完成歩合に％の比重を掛
けて，C部門では能率歩合と完成歩合に同じ比重を掛けて，そしてD部門ではA・B部門
とは逆に能率歩合に％，完成歩合に％の比重を掛けて算出される。かくして箕出された生
産手当支給率は，毎月，「社達」として組長以上の職制に配布される。
f　生産手当の意義
　生産手当支給の計算の仕方が複雑なため，本章の叙述もこみいったものになってしまっ
た。こまかなことを除いて言えば，生産手当の特徴は，従業員をA，B，　C，　D，の4部
門にわけ，直接生産部門であるA部門の能率を全従業員の賃金に反映させていること，さ
らに，生産補助部門であるC部門や事務・技術部門であるD部門は能率を管理しにくい部
門であるが，そこに全社完成歩合や定員係数という考えを持ち込み，能率を管理しようと
していることである。
　このような生産手当の意義について，いくつかの点を指摘しておこう。
　第1に，生産手当は，賃金は能率を反映すべきであるというB社の賃金観を明確な形で
表明している。B社は，創立の当初から，能率給を採用していた。社史r20年史』によ
れば，B社において能率給が廃止されていたのは，生活そのものが困難であった敗戦直後
の数年間だけである。自動車産業のように自動化が進み，作業者の作業が標準作業によっ
て“科学的に”設定されるようになると，能率給は無意味となる，という議論があるが，
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B社の事例はその議論の不十分性を証明している。現場の能率は設備の更新によっても，
設備のレイアウトの改善によっても可能である。しかし，それと同時に，作業改善による
能率向上もまた可能であり，そうした一切の能率向上の努力が賃金に反映されるべきであ
る。B社の生産手当は，　B社のこうした信念を反映している。
　第2に，第1の点とも関係するが，能率向上に取り組むB社の執念とでも言えるような
熱意が生産手当に表現されている。生産現場及びそれと直接関係した部署だけでなく，事
務・技術部門にまで全社完成歩合や定員係数という形で能率向上を図っているのである。
生産手当の計算は集団を単位としている。個人の能率向上努力は基本給における査定に
よっておこなわれる。つまり，B社は，個人についても，集団についても，能率をたえず
追求している。能率給を持たない企業においても，もちろん能率向上は追求されている。
しかし，B社の生産手当のような形で能率向上を追求する場合，その熱意は，能率給を持
たない企業と異なることのあるのも事実であろう。
　第3に，生産手当は現場監督者を管理する重要な手段となっている。A部門能率歩合を
上げていく要因は設備導入をはじめいくつか考えられる。そのなかに，現場監督者の力量
がある。とりわけ，同じ設備を使って，直が異なるだけで異なった能率になる場合，現場
監督者の力量はいやでも明らかになる。また，類似のモノを作っているために基準時間が
同じであるにもかかわらず，能率が異なる場合，やはり現場監督者の力量：が問われること
になる。こうした事情は，生産手当支給率が毎月「社達」として公表されるだけに，現場
監督者のあいだの競争心を高めるであろう。さらに，マネジメントは現場監督者を査定す
るときに，当然，能率に対する現場監督老の寄与を考慮する。生産手当制度は，B社に
とって，なくてはならないものである。
　生産手当について，最：後に，生産手当に対する労働組合の対応を検討しておこう。結論
を先に言うならば，組合は生産手当の決定にはまったく関与していない。基準時間の設定
は経営側の専決事項であり，新車立ち上がりの時の基準時間決定，毎月の基準時間の切り
下げについて，組合の関与できる部分はない。そして，基準時間が定まれば，生産手当支
給率は必要なデータを査業課がコンピュータにイソプヅトすれば自動的に計算されてくる
ため，生産手当の決定に組合はまったく噛んでいないのである。
　とはいえ，組合としても生産手当のあり方については関心を示している。組合の1975年
大会では，　「職層と役職の分離・生産手当のあり方などについても，賃金制度の見直し検
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討を行います」との方針を打ち出し，翌76年および77年の大会においても生産手当の見直
しが方針に掲げられていた。結局，生産手当の見直しはされないまま，78年大会から生産
手当見直し方針は姿を消すことになった。
　組合が3年間だけとは言え生産手当の見直しを要求したのは，①生産手当支給率計算式
が複雑で分りにくい，②生産手当が変動し，それが下がった時の最低保障がないのではな
いかという不安感，の2点の理由からであった。組合の要求について労使合同の：賃金問題
専門委員会で検討されたが，代わるべき制度が見つからないということで，見直しはおこ
なわれないことになったのである。さらにまた，組合内において，能率刺戟がよいのか安
定がよいのかについて統一された意見がないことも生産手当の見直しが実現しなかった理
由でもある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）
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